
法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.takara-
standard.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しているものであります。

第148回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第148期（2021年４月１日～2022年３月31日）

①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表



連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１. 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社

①連結子会社の数 ２社
②連結子会社の名称

タカラ化工㈱
タカラ物流サービス㈱

（２）非連結子会社
該当事項はありません。

２. 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

４. 会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によってお
ります。

市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法によっております。

②棚卸資産
商品及び製品、仕掛品は総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価
切下げの方法）、原材料及び貯蔵品は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下による簿価切下げの方法）によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　７～50年
機械装置及び運搬具　　４～12年
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②無形固定資産
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウエア　　　　　　　５年
（３）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額
法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③簡便法の適用
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額
を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（５）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは住宅設備機器の製造販売を主な事業とし、直接の顧客である代理店、販売店及びゼネコ
ン等に対して商品及び製品を販売しております。
当該販売取引については、原則として当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時点で履行義務が充
足されると判断しておりますが、当社グループにおいては出荷から顧客の検収までが短期間であること
を鑑み、倉庫からの出荷時点において収益を認識しております。
また、商品及び製品の販売において据付工事を伴う場合など、複数要素取引に係る収益については、据
付工事は商品及び製品の販売とは別の履行義務として取り扱い、契約の対価を配分する必要がある場合
には、取引価格を予想コストに利益相当額を加算することにより見積もった独立販売価格に基づき配分
しております。なお、据付工事については、据付が完了した時点において収益を認識しております。
これらの履行義務に関する支払条件は、通常、商品及び製品の出荷又は据付工事の完了後、短期のうち
に支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。
なお、収益は顧客との契約において約束された対価から販売手数料等を控除した金額で測定しておりま
す。

－ 2 －



（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

１）ヘッジ手段
金利スワップ

２）ヘッジ対象
借入金利息

③ヘッジ方針
金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比
較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（１）時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
これにより、その他有価証券のうち市場価格のある株式については、従来、期末決算日前１ヵ月の市場価
格の平均に基づく時価法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、期末決算日の市場価格に基づく
時価法に変更しております。また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの
内訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。この結果、従来の方法に比べて、当連結会計年
度の連結貸借対照表において、投資有価証券が87百万円、繰延税金負債が26百万円、その他有価証券評
価差額金が60百万円それぞれ減少し、当連結会計年度の連結損益計算書において、税金等調整前当期純利
益が６百万円増加しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 125,683百万円

１. 当連結会計年度末日における発行済株式の総数 普通株式 73,937,194株

（２）収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料は売上高より控除しております。
当該会計方針の変更は、原則として遡及適用されておりますが、収益認識会計基準第85項に定める以下の
方法を適用しております。
①前連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に
　ついて、比較情報を遡及的に修正しないこと
②当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に
　含まれる変動対価の額について、変動対価の額に関する不確実性が解消された時の金額を用いて比較情
　報を遡及的に修正すること
この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の売上高が943百万円減少し、販売費及び一般管
理費は943百万円減少しましたが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に変更はありませ
ん。

（会計上の見積りに関する注記）
当連結会計年度の連結計算書類を作成するに当たって行った会計上の見積りのうち、当該会計上の見積りが連結
計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがあるものはありません。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の拡大については、現在においても継続しており、収束時期等を正確に予測すること
は困難な状況にあります。現時点において、将来の事業環境等の予測に当たって同感染症は一定の影響を及ぼす
ものの、事業活動への影響は限定的であり、今後も重要な影響はないと判断しております。よって、翌連結会計
年度以降は、当社グループの事業に著しい影響を与えるものではないと仮定のもと、固定資産の減損や繰延税金
資産の回収可能性等の会計上の最善の見積りを行っております。

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
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決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会 普通株式 1,243百万円 17円 2021年３月31日 2021年６月30日

2021年11月４日
取締役会 普通株式 1,462百万円 20円 2021年９月30日 2021年11月30日

決議予定 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 2,340百万円 32円 2022年３月31日 2022年６月30日

２. 剰余金の配当に関する事項
（１）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（２）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産にて行い、資金調達については主に銀行借入
等により行っております。また、デリバティブ取引は、投資目的・トレーディング目的では行わない方針
であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証
券は、主に業務上の関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は、
主に運転資金の調達を目的としたものであり、変動金利であるため金利変動リスクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、相
手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。
当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借
対照表価額により表されております。

②市場リスクの管理
当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先
企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署、連結子会社からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
（１）投資有価証券（※２）

その他有価証券 13,293 13,293 －

資産計 13,293 13,293 －
負債計 － － －

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 118

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。

２. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（※１）現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債
務、短期借入金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の
　　　　　　　　算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に
　　　　　　　　係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　株式 13,293 － － 13,293

資産計 13,293 － － 13,293

報告セグメント その他
（注） 合計住宅設備関連

売上高
　商品及び製品 185,361 － 185,361
　工事 25,929 － 25,929
　その他の売上高 － 36 36
　顧客との契約から 211,290 36 211,327　生じる収益
　その他の収益 － 259 259
　外部顧客への売上高 211,290 296 211,587

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んで
おります。
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当連結会計年度
　顧客との契約から生じた債権（期首残高） 58,713
　顧客との契約から生じた債権（期末残高） 63,248
　契約資産（期首残高） －
　契約資産（期末残高） －
　契約負債（期首残高） 150
　契約負債（期末残高） 152

１. １株当たり純資産額 2,480円47銭

２. １株当たり当期純利益 149円11銭

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類の連結注記表「（連結計算書類の作成のための基本と
なる重要な事項に関する注記等）４. 会計方針に関する事項（５）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の
とおりであります。

３. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年
度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関
する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等
契約負債は、主に顧客からの前受金に関するものであり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含まれて
おります。
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末における残存履行義務に配分した取引価格の総額は24,499百万円であります。これは今
後１ヵ月から25ヵ月にわたり発生すると見込まれます。ただし、当初予想期間が１年以内の取引について
は、実務上の便法を適用しているため、上記金額に含めておりません。また、顧客から受け取る対価の中
に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
連結計算書類に記載しております金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式
移動平均法に基づく原価法によっております。

②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており
ます。
市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法によっております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、仕掛品は総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価
切下げの方法）、原材料及び貯蔵品は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下による簿価切下げの方法）によっております。

２. 固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

定額法によっております。
（２）無形固定資産

定額法によっております。

３. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額
法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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４. 収益及び費用の計上基準
当社は住宅設備機器の製造販売を主な事業とし、直接の顧客である代理店、販売店及びゼネコン等に対して
商品及び製品を販売しております。
当該販売取引については、原則として当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時点で履行義務が充足さ
れると判断しておりますが、当社においては出荷から顧客の検収までが短期間であることを鑑み、倉庫から
の出荷時点において収益を認識しております。
また、商品及び製品の販売において据付工事を伴う場合など、複数要素取引に係る収益については、据付工
事は商品及び製品の販売とは別の履行義務として取り扱い、契約の対価を配分する必要がある場合には、取
引価格を予想コストに利益相当額を加算することにより見積もった独立販売価格に基づき配分しておりま
す。なお、据付工事については、据付が完了した時点において収益を認識しております。
これらの履行義務に関する支払条件は、通常、商品及び製品の出荷又は据付工事の完了後、短期のうちに支
払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。
なお、収益は顧客との契約において約束された対価から販売手数料等を控除した金額で測定しております。

５. 重要なヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段
金利スワップ

②ヘッジ対象
借入金利息

（３）ヘッジ方針
金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較
し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 125,491百万円

短期金銭債務 461百万円

（会計方針の変更に関する注記）
（１）時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基
準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
これにより、その他有価証券のうち市場価格のある株式については、従来、期末決算日前１ヵ月の市場価格
の平均に基づく時価法を採用しておりましたが、当事業年度より、期末決算日の市場価格に基づく時価法に
変更しております。この結果、従来の方法に比べて、当事業年度の貸借対照表において、投資有価証券が87
百万円、繰延税金負債が26百万円、その他有価証券評価差額金が60百万円それぞれ減少し、当事業年度の
損益計算書において、税引前当期純利益が６百万円増加しております。

（２）収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料は売上高より控除しております。
当該会計方針の変更は、原則として遡及適用されておりますが、収益認識会計基準第85項に定める以下の方
法を適用しております。
①前事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約につい
　て、比較情報を遡及的に修正しないこと
②当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に含ま
　れる変動対価の額について、変動対価の額に関する不確実性が解消された時の金額を用いて比較情報を
　遡及的に修正すること
この結果、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の売上高が943百万円減少し、販売費及び一般管理費は
943百万円減少しましたが、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に変更はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
連結計算書類の連結注記表「会計上の見積りに関する注記」における記載内容と同一であるため、記載を省略して
おります。

（貸借対照表に関する注記）

２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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（１）売上高
（２）仕入高

0百万円
2,382百万円

当事業年度末における自己株式の数 普通株式 799,457株

退職給付引当金 4,419百万円
退職給付信託 1,530百万円
その他 2,315百万円
繰延税金資産小計 8,264百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △87百万円
繰延税金資産合計 8,177百万円

固定資産圧縮積立金 △861百万円
その他有価証券評価差額金 △2,306百万円
繰延税金負債合計 △3,167百万円

繰延税金資産の純額 5,009百万円

１. １株当たり純資産額 2,512円49銭
２. １株当たり当期純利益 147円89銭

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び総数に関する事項

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産

繰延税金負債

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、計算書類の個別注記表「（重要な会計方針に係
る事項に関する注記）４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（その他の注記）
計算書類に記載しております金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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